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はじめに

審議会の目的

下野市上下水道料金審議会条例第２条の規定に基
づき、審議会に意見を求めるため、当審議会を開催
します。
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諮問事項と諮問の趣旨

下水道事業を取り巻く、厳しい経営状況
・独立採算が成り立っていない状況

（一般会計の繰入金に依存）
・節水思考や人口減少に伴う水需要の減少
・物価高騰による施設維持管理費の増加
・既存施設、設備の老朽化対策に要する費用の増加

下水道事業を将来にわたって安定的に経営し、経営
健全化を図るために、適切な下水道使用料の在り方に
ついて諮問します。
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１．下水道のしくみ
普段は目にすることのない下水道。
でも、下水道は見えないところで私たちの安全・

安心で、快適な生活を支えています。
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（１）下水道整備の目的
昭和３０年代、高度経済成長や人口・産業の都市集中

により、公衆衛生が悪化し、河川や海などの水質汚濁が
急速に進みました。

このため、昭和４５年に下水道法が改正され、公共用
水域の水質保全が目的に加わりました。

下水道・雨水
都市浸水の防除
 降った雨を素早く排除して、
 浸水から街を守る

下水道・汚水
生活環境の改善

 街をきれいにする
公共用水域の水質保全

 トイレの水洗化と生活排水の処理で

 川や海をきれいにして生態系を守る ４



（２）生活排水処理施設の種類
下水道法上の下水道 公 共 下 水 道

流 域 下 水 道

都 市 下 水 路

単独公共下水道

流域関連公共下水道

特定環境保全公共下水道

特定公共下水道

他の法令によるもの

コミュニティプラント等

合併処理浄化槽

農業集落排水処理施設

《国土交通省》

《環境省》

《農林水産省》

鬼怒川上流流域下水道

★下野市では、流域関連公共下水道、合併処理浄化槽及び農業集落排水処理施設による。
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２．下野市の下水道事業
下野市で供用されている主な生活排水処理施設は、

公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業・農業
集落排水事業となっています。
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（１）公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業

① 公共下水道事業の概要（沿革）
下野市の公共下水道事業は、宇都宮市、下野市、上三

川町の２市１町の下水を処理する鬼怒川上流流域下水道
（中央処理区）に関連付けられています。

各市町が共有で使用する管渠や処理場は栃木県管理と
なり、末端の管渠を各市町が管理しています。このうち
市街化区域を中心とした区域を公共下水道事業、それ以
外の区域を特定環境保全公共下水道事業としています。

公共下水道は昭和６２年度、特定環境保全公共下水道
は平成１１年度に供用を開始しています。
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処理区域図 水処理施設

参考︓鬼怒川上流流域下水道（中央処理区）
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② 公共下水道事業の普及状況
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区   分 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

行政区域内人口 A 59,929人 59,741人 59,648人

処理区域内人口 B 48,002人 48,689人 49,244人

人口普及率   B/A 80.1% 81.5% 82.6%

水洗化人口   C 41,882人 42,554人 43,344人

水洗化率    C/B 87.3% 87.4% 88.0%



参考︓県内市町別下水道普及状況（令和４年度末）※高い順
行政人口（人） 処理区域内人口（人） 普及率（％） 行政人口（人） 処理区域内人口（人） 普及率（％）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

1 宇都宮市 ５１５,９０２ ４７０,６１７ ９１.２ 13 高根沢町 ２８,９６３ １７,７４１ ６１.３

2 下野市 ５９,７４１ ４８,６８９ ８１.５ 14 那須塩原市 １１６,４１６ ６７,４５９ ５７.９

3 上三川町 ３０,８６０ ２５,０６４ ８１.２ 15 大田原市 ６９,１６１ ３９,８８４ ５７.７

4 足利市 １４１,７７８ １１０,５２４ ７８.０ 16 さくら市 ４３,８５０ ２１,９２３ ５０.０

5 野木町 ２５,０９９ １８,５２４ ７３.８ 17 矢板市 ３０,８０４ １２,１０９ ３９.３

6 壬生町 ３８,４７３ ２７,８７７ ７２.５ 18 那珂川町 １４,７５８ ３,９１２ ２６.５

7 佐野市 １１４,６９５ ７９,９７４ ６９.７ 19 芳賀町 １５,５３９ ３,７５０ ２４.１

8 鹿沼市 ９４,１８２ ６２,１０７ ６５.９ 20 益子町 ２１,７５８ ４,８２０ ２２.２

9 日光市 ７７,１５３ ５０,４１５ ６５.３ 21 市貝町 １１,３０５ ２,４２５ ２１.５

10 小山市 １６７,０８９ １０７,６０９ ６４.４ 22 茂木町 １１,８７７ ２,４５５ ２０.７

11 栃木市 １５５,２８１ ９８,１２１ ６３.２ 23 那須烏山市 ２４,４３２ ４,１９４ １７.２

12 真岡市 ７９,１９３ ４８,９０６ ６１.８ 24 那須町 ２４,１９１ ２,８９９ １２.０

市町名 市町名
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区分
全体計画区域面積 １,４４６.０ ha (a)
整 備 済 面 積 １,１４８.６ ha (b)
未 整 備 面 積 ２９７.４ ha (a-b)
整 備 率 ７９.４ % (b/a)

令和５年度末

★２９７．４haの面積で公共下水道を使える
ようにするために必要な管渠延長（予定）

令和６年度以降整備予定
薬師寺地区
仁良川地区
石橋地区
下石橋地区
中大領地区
下大領地区
下古山地区
上台地区
笹原地区
姿川西部地区

約５３．７㎞

③ 今後の整備について
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参考︓耐用年数５０年を迎える管渠延長
(ｍ)
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（２）農業集落排水事業

① 農業集落排水事業の概要（沿革）
農業集落排水事業は、農業集落におけるし尿・生活雑

排水などの汚水等を処理する施設を整備することにより、
農業用水路の水質汚濁を防止し、農村の基礎的な生活環
境の向上を図ることを目的としています。

下野市の農業集落排水事業は、吉田東・吉田西・成田
町田・下坪山・上台・柴南・姿川西部・柴南東部の８地
区にそれぞれ処理場を有し、市管理にて汚水処理を行っ
ています。

農業集落排水は、平成４年度柴南地区の供用開始を皮
切りに、平成１４年度下坪山地区の整備完了をもって全
地区整備完了・供用開始済みとなっています。

14



供用開始 公共下水道への

面積(ha) 接続状況

吉田東地区 H4〜H9 H9.4.1 136.0 令和15年度接続予定

吉田西地区 H7〜H11 H11.7.1 65.0 令和11年度接続予定

成田・町田地区 H9〜H12 H12.10.1 19.3 令和17年度接続予定

下坪山地区 H10〜H14 H14.10.1 24.5 令和13年度接続予定

上台地区 H5〜H7 H7.8.1 18.9 令和８年度接続予定

柴南地区 H1〜H4 H4.8.1 21.0 令和４年度接続済(R5.4.1供用開始)

姿川西部地区 H4〜H9 H10.4.1 77.0 令和７年度接続予定

柴南東部地区 H5〜H8 H8.4.1 18.0 令和５年度接続済(R6.3.31供用開始)

地 区 事業期間 供用開始日

② 農業集落排水施設
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地  区 吉 田 東 地 区 吉 田 西 地 区 成田・町田地区 下 坪 山 地 区

施設外観

施設所在 本吉田531番地1 仁良川676番地1 町田270番地 絹板424番地3
下水道使用料 約1,410万円 約820万円 約290万円 約540万円
管理費用 約1,680万円 約1,210万円 約650万円 約920万円

地  区 上 台 地 区 柴 南 地 区 姿 川 西 部 地 区 柴 南 東 部 地 区

施設外観

施設所在 上台44番地 柴567番地2 国分寺103番地4 柴598番地
下水道使用料 約220万円 約410万円 約1,410万円 約670万円
管理費用 約450万円 約490万円 約1,140万円 約830万円 16



③ 農業集落排水事業の接続状況
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区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

処理区域内人口（人） 6,418 5,851 5,156

接続人口（人） 6,338 5,778 5,087

水洗化率（％） 98.8 98.8 98.7



３．経営の原則
下野市の下水道事業は、令和元年度から「官公庁

会計」から「公営企業会計」へ移行しています。

公営企業会計の特徴
・事業収入を主な財源として、独立採算の原則により特

定の事業を経理する会計
・現金の収入・支出のみを把握する一般会計とは異なり、

損益計算書や貸借対照表などの財務諸表により、経営
や資産状況をより正確に把握する複式簿記を採用

・公営企業は２つの財布を持っており、使用料収入や施
設維持管理費などに係る財布を収益的収支、施設整備
や改修などに係る財布を資本的収支として区分 18



（１）独立採算の原則

地方公営企業法（第１７条の２︓経費の負担原則）
地方公営企業の経費は、一般会計で負担するべき

ものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収入を
もって充てなければならない。

下水道処理に要する経費は、「下水道使用料」に
よる経営が基本

19



（２）雨水公費・汚水私費の原則

ア「雨水公費」とは、雨水は自然現象に起因し、
排除による受益が広く及ぶことから、雨水排除に
要する経費は公費（一般会計）により負担

イ「汚水私費」とは、汚水は原因者や受益者が明ら
かなことから、私費（下水道使用料）により負担

分流式等

基準外繰入金
財源 下水道使用料

基準内繰入金
一般会計繰入金

費用
下水道事業費用（維持管理費等）

汚水処理費 雨水処理費

20



４．下野市の下水道使用料
（１）下野市の下水道使用料 料金体系

21

【下水道使用料】 １か月（税込）

汚水量 金額(１㎥当たり)
  10㎥まで 55円
  10㎥を超え30㎥まで 126.5円
  30㎥を超え50㎥まで 137.5円
  50㎥を超え100㎥まで 148.5円
100㎥を超えるもの 159.5円

湯屋用 16,500円 300㎥を超えるもの 77円
臨時用 198円

従量料金
基本料金用途

一般用 715円
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汚水量の決め方

井戸水のみを使用し
ている場合

水道水と井戸水を併
用している場合

水道使用量と同量

使用人数により決定（認定水量）
・３人まで１人につき１か月当たり７㎥
・４人目からは１人につき１か月当たり５㎥
（例）５人家族の場合
   31㎥／1か月（３人×７㎥＋２人×５㎥）

水道使用量と井戸水の認定水量を比較し、多い方の水量

使用ケース 汚水量
市の水道水のみを使
用している場合



（２）県内市町の下水道使用料一覧

市町名 料金 市町名 料金
1 佐 野 市 2,200円       13 那 須 烏 山市 2,805円       
2 下 野 市 2,530円       14 芳 賀 町 2,828円       
2 さ く ら 市 2,530円       15 益 子 町 2,860円       
2 野 木 町 2,530円       16 高 根 沢 町 2,893円       
2 那 須 町 2,530円       17 茂 木 町 2,970円       
6 鹿 沼 市 2,640円       18 足 利 市 3,040円       
6 上 三 川 町 2,640円       19 日 光 市 3,062円       
8 宇 都 宮 市 2,695円       20 栃 木 市 3,080円       
9 真 岡 市 2,750円       20 市 貝 町 3,080円       
9 大 田 原 市 2,750円       22 壬 生 町 3,223円       
9 那 須 塩 原市 2,750円       23 矢 板 市 3,300円       
12 小 山 市 2,756円       24 那 珂 川 町 3,410円       

１か月２０㎥当たりの下水道使用料（税込）で比較  ※低い順
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参考︓県内市町の下水道使用料 改定状況

24

市町名 改定時期 改定率
1 日 光 市 令和４年 １月 約＋24.0％
2 高 根 沢 町 令和５年 ４月 約＋25.2％
3 小 山 市 令和５年10月 約＋18.6％
4 栃 木 市 令和６年 ４月 約＋10.0％
5 壬 生 町 令和６年 ５月 約＋16.3％
6 上 三 川 町 令和６年10月 約＋20.0％

令和３年度以降に改定した団体（予定を含む）


